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1. 緒 言 
近年，土木構造物の設計法を取り巻く環境は，国際

標準，説明責任，環境・景観対応などの観点によって

大きく変化しており，いわゆる性能規定化の方向へ向

かいつつある．これを受けて，「港湾施設の技術上の基

準・同解説」1)は改訂され，その中には信頼性に基づく

性能規定化が行われている．本研究は，信頼性設計で

最も重要な目標信頼性指標を事業者と使用者たる国民

とのリスク分担の側面から決定する方法について提案

するものである． 
 
2. ISO2394,Vision20002)およびコードキャリブレー
ション 

信頼性設計法 3)は，構造物の保有する性能を破壊確率

で評価しようとするものであり，この概念に基づくと，

「重要な構造物は，破壊確率を小さくする」という，

ISO2394 や Eurocode-0 に見られる手法が出来上がる．
図-1 は，ISO2394 に例示されている目標信頼性指標で
あるが，これは正規確率分布を前提とした場合に，表

-1 に示す破壊確率と一対一の関係にあるものである．

これによると，破壊によってもたらされる影響が小さ

く，安全対策が高くつく構造物では供用期間中の破壊

確率を 50％とするのに対し，破壊影響が大きく対策費
があまり高くない場合には，10-5程度とすることが示さ

れている．ただし，ここでは，破壊の定義は述べられ

ておらず，構造物への重要性の如何に関わらず，同一

の規定によるものと考えられる．一方，米国技術者協

会(SEAOC)により示された性能マトリクスでは，図-2,3
に示すように，構造物の弾塑性応答を念頭に置いて破

壊限界を多段階に定義した上で，供用期間中に発生す

る荷重の大きさを頻度区分して，重要な構造物ほど同

一荷重に対してより弾性応答に近い限界状態に対応さ

せることを示している．この際，荷重軸には再現確率

値と対応させることによって，それを超過する荷重に

対しては，構造物が限界値内で応答することを保証で

きないことを暗黙に示している．よって，この選択肢

の提示と，使用者による選択は説明責任と使用者のリ

スク受容に基づく合意が可能となるため，性能を明示

する設計法を理解し易くしている． 
もう一つの最も実現性の高い目標信頼性指標の決定

法は，港湾基準改定においても用いられたコードキャ

リブレーションに基づく方法である 4)．これは，図-4

に示すように，過去の基準を満足した実存構造の有す

る信頼性指標のばらつきを求めた上で，その平均値な

どを目標信頼性指標とするものである．なお，一般的

に設計基準の実用化を図るには，部分係数法に目標信

頼性指標がブレークダウンされ，この時点で，設計条

件により設計結果が有する信頼性指標にばらつきが生

じることになるが，図-4 に示すように，そのばらつき

を小さくすることができる． 
 

3. 設計者の分担リスクに基づく信頼性指標 
前述の 3 つの手法は，目標信頼性指標に関して述べ
ているものの，信頼性設計法の理論体系的観点から眺

めると，やや異なるものである．いま，図-2 で◎印で

示した限界状態を例に説明すると，構造に働く作用を S，
構造の抵抗を Rとしてそれぞれのばらつきを前提とし

表-1 β と fP の関係 

fP 10-1 10-2 10-3 10-4 10-5 10-6 10-7

β 1.3 2.3 3.1 3.7 4.2 4.7 5.2 
 
破壊の影響 安全性対策の 

相対コスト 小 時々 中 大 

高 0 1.5 2.3 3.1 

中 1.3 2.3 3.1 3.8 

低 2.3 3.1 3.8 4.3 

図-1 ISO2394による目標信頼性指標例 
（ライフタイム） 
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図-2 性能マトリクスの一例(Vision2000) 
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図-3 多段階限界状態の例(Vision2000) 
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図-4 コードキャリブレーション 
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た事象区分図を図-5に示す．まず，破壊限界状態 
 

 0=−= SRZ  (1) 
 

を境界として，左上半分の破壊状態と右下の安全（非

破壊）状態に区分される．その上で，図-2 に基づく契

約では，ある作用より小さな作用に対して，構造が安

全であることを保証している．このため，この構造に

起こりうる事象は，次の 4つに分けられる． 
 

ssE  ：契約上安全とし，事実安全． 

ffE  ：契約上破壊とし，事実破壊． 

fsE  ：契約上破壊とし，事実は安全． 

sfE  ：契約上安全としたにも関わらず，事実は破壊． 
 

これを次式によって正規化すると図-6のようになる． 
 

 ( ) SSSs σ−= , ( ) RRRr σ−=  (2) 
 

ここで S ( R )： S ( R )の平均， Sσ ( Rσ )： S ( R )の標準偏
差． 
信頼性指標 β は，図-6 における( 0=Z )に対する原点

からの距離である．図-5 において，安全な構造を設計

するとは，抵抗値の確率分布を右側にシフトさせるこ

とであり，これは図-6 において， β を大きくすること
に対応している．この図より，Vision2000型の契約を行
ったとしても，設計における真の安全性を約束したこ

とにはならないことがわかる．ただし，構造物の破壊

事象が 2 つに区分され，事象ごとの保証責任が異なる
ことになる．すなわち， 

 

fsE  ：基本的に無保証，ただし公共構造では再建コ
スト( rcC )． 

ffE ：再建コスト＋利用者の失った受益効用( erc CC + )． 
 

よって事業主体が負うライフサイクルコスト( LCC )は
次式となる． 

 

 ( )ercsfrcffi CCPCPCLCC +++=  (3) 
 

ここで， iC ：初期建設費用， rcC ：再建コスト， eC ：
保証責任費用． 
図-6 において，4 つの確率は，完全排反事象確率で
ある．仮に，市民との合意形成を図-2 のような形態で

行ったものとすると，( fsff PP + )が与条件となるので，

sfP を意志決定すると，目標信頼性指標 Tβ を決定でき

ることになる．ただし，正規確率分布関数の特性によ

り，厳密な数式化は出来ない．そこで，予め sfP ,θ を逐
次変化させた上で，モンテカルロ法により sfP を求め，

近似式を求めた．すなわち， 
( )−++= 302010 TCTBTATβ  

2322212132322212
2

32
2

22
2

12

1312111131321211
2

31
2

21
2

11

JTITHTGTTFTTETTDTCTBTA
JTITHTGTTFTTETTDTCTBTA
+++++++++

+++++++++ (4) 

ただし, sfPT ln1 −= , fsff PPT +=2 , θ=3T [rad]であり，適

用範囲は, 5.0≤+ fsff PP , 1.001.0 ≤≤ sfP , 785.0087.0 ≤≤ θ で

ある．なお，各係数の具体的数値は表-2 に示すもので

ある． 
図-7に %10=+ fsff PP において， 524.0=θ （30°）と

した場合の式(4)の推定式とモンテカルロシミュレーシ
ョンの結果を示す．これより式(4)は，モンテカルロシ
ミュレーションで得られる曲線とほぼ一致することが

わかる． 
 
4. 結 論 
本研究において，構造物等を設計する際，事業者と

使用者たる国民とのリスク分担の考え方に基づき，事

業主体の保証責任を基準として，目標信頼性指標を算

出することが可能であることを示した． 
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 図-5 事象区分 図-6 標準正規確率空間における区分 図-7 目標信頼性指標算出式と 
   MC結果の近似度 
   （ %10=+ fsff PP ， rad524.0=θ ）

表-2 係数表（近似式） 
A1 B1 C1 D1 E1 F1 G1 H1 I1 J1 

0.81 -0.95 1.07 3.51 3.77 -2.22 1.16 1.02 4.84 0.01
A2 B2 C2 D2 E2 F2 G2 H2 I2 J2 

-0.16 0.45 1.74 -0.02 2.17 0.37 1.22 0.30 0.01 0.84
A0 B0 

1.75 -0.96
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